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内容 

 本書は，裁判所職員総合研修所の研修教材として，また，裁判所書記官が実務の傍ら根拠等を確認する際の
ハンドブックとして，長年使用されています。平成２２年発行の再訂補訂版に，その後の家事事件手続法，非訟
事件手続法の新設に伴い，必要な加筆修正がされたものです。民事訴訟実務を理解するのに必要な理論的事
項を取り上げ，併せて，実務的な観点も踏まえて解説されています。民事訴訟法の基本事項が分かりやすく説
明されていることから，初学者から実務家まで，幅広く活用いただける一冊です。 
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